
ＪＪＪＲＲＲ四四四国国国労労労組組組ニニニュュューーーススス
平成３１年３月２８日（Ｎｏ２０／１）  発行責任者／中濱 斉 編集責任者／森安 祐貴 

経営協議会開催 

鉄道運輸収入２３５億円をめざす！ 
 本部は、３月１３日に開催された経営協議会において、「２０１９年度事業計画」「２０

１９年度営業施策」「営業施策に関する付議」「組織改正」について会社から説明を受けた。 

【２０１９年度事業計画について】 

２０１９年度は、景気は引き続き堅調に推移すると見込まれるものの、海外の政治・経済の不確実

性により、先行きは不透明であるが、中期経営計画の３年目として、引き続き、同計画に掲げる３つ

の重要な柱である「安全・安心の確保」「収益の拡大」「支援措置を活用した設備投資等の着実な実

施」を中心とした更なる取り組みを推し進めることとする。 

「安全・安心の確保」に向けては、「安全の確保」が事業運営の根幹であり、最重要課題であると

の認識のもと、安全管理体制を有効に機能させるとともに、重点項目として、①「現場力・リカバリ

ー力の向上、安全意識と安全対策の風化防止（リコール）」、②「現場第一主義の徹底」、③「グル

ープ一体となった安全文化の確立」を掲げ、輸送品質の向上を図る。 

「収益の拡大」に向けた取り組みとして、鉄道事業では、ダイヤ改正を実施し、牟岐線でパターン

ダイヤを導入するとともに高速バスとの連携等により、利便性の向上と効率的な輸送体系の構築を図

る。加えて、２７００系特急気動車を導入し、更なる快適性の向上を図る。また、瀬戸内国際芸術祭

２０１９等の地域イベントにあわせた商品設定の他、観光列車では、ソフト面のブラッシュアップに

より更なる魅力度向上に取り組むとともに、来年春に運行開始する「志国土佐 時代（トキ）の夜明

けのものがたり」の運行体制構築に取り組む。インバウンドでは、引き続き関係機関等と連携した宣

伝活動の展開等により、更なる訪日外国人旅行者の鉄道利用促進を図る。 

その他事業では、鉄道事業との相乗効果及びグループ一体となった事業の推進を基本とし、既存事

業の収益性向上のほか、高知市内において「ＪＲクレメントイン高知」の建設を進めるなど、将来に

おける安定的な収益を生み出す柱となる事業の確立に向け、幅広い観点から事業領域の拡大に取り組

み、鉄道事業と並ぶ基幹事業への成長を目指して果敢に挑戦する。 

「支援措置を活用した設備投資等の着実な実施」については、引き続きＰＣマクラギ化などの軌道

強化や通信網の光ケーブル化、老朽車両の寿命延伸等を行うとともに、２７００系特急気動車の新製

を行う。 

中長期的な取組みとして、「四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ」（以下、

「懇談会Ⅱ」）については、四国における公共交通ネットワークのあるべき姿や鉄道の活かし方につ

いて議論等を進めるとともに、それらを踏まえ当社が担うべき役割と使命の明確化の検討を進める。

また、四国の鉄道の抜本的高速化については、地域社会からより一層の理解を得るため、引き続き、

高速鉄道整備の必要性や意義等について広く周知を図る。 

２０１９年度は、引き続き修繕費を高い水準で計画することなどから、経常赤字の事業計画となる

が、グループ一体となって、２０２０年度を目標とする「自立経営の確立」の達成に向けて、各種課

題の解決を図っていくこととする。 
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平成３１年３月２８日（Ｎｏ２０／２）  発行責任者／中濱 斉 編集責任者／森安 祐貴 

【２０１９年度事業計画の概要】 

１ 経営基盤の確立 

(1) 輸送の安全・信頼の確保

「現場力・リカバリー力の向上、安全意識と安全対策の風化防止（リコール）」

「現場第一主義の徹底」

「グループ一体となった安全文化の確立」 を重点項目として輸送品質の向上を図る 

(2) 支援措置等の活用

・特別債権利息収入による安定的な利益の計上

・助成金・無利子貸付による設備投資の着実な実施

(3) 鉄道運輸収入の確保

・輸送需要の確保

・営業施策の展開

(4) ＣＳ（お客様満足）の向上

・輸送品質（社員等、環境、商品）の向上

・業務能力（知識）の向上

(5) 業務運営の効率化と経費の削減

グループ会社を含めた適正な要員規模の検討、効率的な業務執行体制の確立及び人件費の

抑制等による経費の削減、将来の輸送体系を見据えた保有設備の適正化

(6) 人材の確保・育成

技術・ノウハウの確実な継承を目的とした社員等の業務遂行能力向上と意識・意欲の高揚、

人材の安定的確保、エキスパート社員の更なる定着化、若手・女性社員の定着化及び活躍推

進、社員等が能力を最大限に発揮できる職場づくり

(7) 技術開発等の取り組み

安全性向上や経費削減に向けた取組み

(8) 経営安定基金運用益の確保

基金運用益の計画額確保

(9) グループの企業価値向上

「収入の確保・拡大」や「効率的な事業運営の追求」による経営基盤の強化、グループ一

体となった経営による総合力の強化

２ 時代環境に即応した企業体質の構築 

(1) 信頼される企業グループを目指した取組み

・環境保全への取組み

・コンプライアンス等への取組み

(2) 地域社会との連携

・観光振興等に係る連携

・駅周辺のまちづくりに係る地方自治体との連携

・情報発信
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３ 「四国の鉄道活性化への提言」等を踏まえた検討 

(1) 四国における公共交通ネットワークのあるべき姿や鉄道の活かし方の検討

懇談会Ⅱの議論を通じて、四国における鉄道をはじめとする公共交通のあるべき姿や維持

方策、その中での鉄道の活かし方等に関する議論を踏まえ、当社が担うべき役割と使命の明

確化の検討

(2) 鉄道特性の磨き上げと利用しやすい環境づくり

鉄道特性を発揮できる分野の明確化と輸送体系の抜本的な見直しに向けた検討、フィーダ

ー交通等との連携強化など鉄道を利用しやすい環境づくりに向けた検討

(3) 都市間輸送の抜本的高速化

鉄道の抜本的高速化の実現に向けた検討の継続、高速鉄道の必要性について地域社会から

より一層の理解を得るための意義等の周知

４ 事業開発部門 

(1) 事業領域の拡大

「ＪＲクレメントイン高松」「道後やや」「４Ｓ ＳＴＡＹ 京都九条・阿波池田駅前」

の着実な運営、「ＪＲホテルクレメントイン高知」の建設や簡易宿所事業の展開、マンシ

ョン事業について継続的な事業化に向けた検討、高松をはじめ四国における駅ビル・商業

施設のあり方について検討の深度化、鉄道との相乗効果や将来的に事業展開が見込める分

野における事業領域拡大 

(2) 既存事業のブラッシュアップ

遊休資産等の更なる有効活用策の検討、駐車場事業の事業スキーム構築の検討、通信販売

事業の安定的な黒字確保とマーケット拡大

５ グループ会社 

 迅速かつ柔軟な営業展開による既存事業の収益性向上及び新規事業への進出等による事

業領域の拡大 
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○収支計画 （単位：億円） 
２０１８年度 
事業計画 
（Ａ） 

２０１９年度 
事業計画 
（Ｂ） 

対前年度 
比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

営

業

損

益

営 業 収 益 ２９７ ２８９ △ ８

２３５ ２３５ ０ 

６２ ５４ 

営

鉄道運輸収入 

そ の 他 収 入 

業 費 ４０３ ４０８ 

△ ８

５

人 件 費 １４９ １５０ １ 

物 件 費 １７６ １７６ ０ 

動 力 費 １９ ２０ １ 

業 務 費 ７６ ７３ 

修 繕 費 ８１ ８３ 

１１ １２ 

６７ ７０ 

営

諸 税 

減 価 償 却 費 

業 利 益 △１０６ △１１９

△ ３

２

１

３

△１３

営 業 外 損 益 ９１ ９１ ０ 

（うち、基金運用益） （５２） （５２） （０） 

（うち、特別債券） （３５） （３５） （－） 

経 常 利 益 △ １５ △ ２８ △１３

○設備投資計画 （単位：億円） 

区 分 計 画 施設の整備の概要 

輸送設備の 

維持更新 

老朽設備取替 

５２ 

（６） 

［３３］ 

保安・防災対策 
１１ 

［ ５］ 

安定輸送対策 
８ 

（８） 

・各種機械及び設備等の取替

・レール削正車等の保守用車の取替

・高松運転所構内の建物集約化

・本四備讃線・予讃線の変電所機器の取替

・石井駅等の継電連動装置の取替

・予讃線・高徳線・徳島線のＣＴＣ駅装置の取替

・通信網の光ケーブル化

・落石、土砂・岩盤崩壊対策等

・誤出発防止用ＡＴＳの設置

・踏切保安対策（一種化、無しゃ断対策、

支障報知装置の整備、警報灯の視認性向上等）

・松山駅付近連続立体交差化工事の推進

・高架橋、駅建物等の耐震補強工事の推進

・軌道強化（ＰＣマクラギ化等）

経営の 

体質改善 

業務運営 

方式の改善 

３７ 

（ ― ） 

・高知新ホテルの建設

・各種業務のシステム改修等

車両 

７２ 

（４８） 

［ ３］ 

・２７００系特急気動車１２両の新製

・老朽車両の寿命延伸等

・車両の経年部品、エンジン等の取替

総係費 ２ 

合 計 

１８２ 

（６２） 

［４１］ 

※（ ）は経営安定化のための支援措置対象、［ ］は追加的支援措置対象 



ＪＪＪＲＲＲ四四四国国国労労労組組組ニニニュュューーーススス
平成３１年３月２８日（Ｎｏ２０／５）  発行責任者／中濱 斉 編集責任者／森安 祐貴 

【２０１９年度営業施策について】  別紙－１ 参照 

当社を取り巻く環境は、対抗輸送機関との競争が継続する中、少子高齢化が進展する等、引

き続き厳しい経営環境にある。 

このような状況の中、２０１９年度は「瀬戸内国際芸術祭２０１９」等地元イベントやゴー

ルデンウィーク１０連休化等を契機とした商品造成や賑わい創出に取り組み、四国内及び四国

と本州方面との相互利用拡大に努めるとともに、四国ツーリズム創造機構（以下、「四ツ創」）

や四国４県自治体とも連携し、交流人口の拡大を図る。また、観光列車のブラッシュアップ、

無店舗販売ツールの最大活用による非対面販売への移行促進、「リカバリー１０」の営業施策

継続等、稼ぐ手段である営業ツールを磨き上げることにより収入確保を目指す。インバウンド

では、関係機関等と連携した宣伝活動の展開等により、更なる訪日外国人旅行者の鉄道利用を

促進する。その他、適切且つ効率的な要員体制に向けた見直しや検討を進めるとともに、各種

研修等を通して、社員等の実務能力や異常発生時のリカバリー力の更なる向上に努める。 

これらの施策を着実に進めることで、鉄道の魅力度・認知度・満足度アップを図り、鉄道運

輸収入２３５億円の必達と旅行業収益の確保、更なる上積みを目指す「チャレンジ２４０」達

成に向け、粘り強く取り組み続けることとする。 

２０１９年度営業施策の３本柱 

［１］稼ぐ手段の磨き上げ 

［２］地域と連携した交流人口の拡大 

［３］効率的な業務執行体制の構築 

【２０１９年度「四国再発見増収キャンペーン」「利用促進キャンペーン」等について】 

 別紙－２,３ 参照 

【発第６０号「営業施策に関する付議について」】 

発第６０号で付議した９項目について、会社から回答を受けた。 

１ ２０１８年度鉄道運輸収入の現状及び通期見通しについて明らかにされたい。 

普通収入は、豪雨災害及び台風接近等による輸送障害の影響や、前年度に開催された四国Ｄ

Ｃの反動減により、前年を下回って推移している。定期収入は、前年の曜日配列による４月購

入への時期ずれの反動減や豪雨災害による払い戻し等により、前年を下回って推移している。 

（１月累計対前年：９３．３％、△１，３４４百万円） 

なお、現時点の通期見通しは、事業計画２３５億円を下回る見込で推移している。 

（１月累計対計画：９５．１％、△９６８百万円） 
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２ スマートＥＸ等カード決済による利用者増加に伴い、窓口での発売手数料が減少していると思

われる。現状と今後の対策について明らかにされたい。 

当社における相互発売手数料については、顕著な減少傾向は見受けられない。 

Ｈ２９年度：８４６（１０１．４％） 

Ｈ２８年度：８３５（１００．７％） 

Ｈ２７年度：８２９ 

（単位：百万円（税抜）） ※（  ）内は前年比 

３ 既存観光列車のリニューアル計画、及び２０２０年春を目途に新たな観光列車の運行を予定し

ているが、具体的な取り組みを明らかにされたい。 

既存の観光列車のリニューアルについては、具体的な計画は今のところないが、ご利用状況、

収支採算性等を勘案し順次計画していきたいと考えている。 

２０２０年春の運行開始を目指す「志国土佐 時代の夜明けのものがたり」については、こ

れまでのものがたり列車同様に沿線地域と一体となったおもてなしの実現を目指すとともに、

車内外において地元の方を積極的に活用し、「土佐流のおもてなし」を実現することで他の列

車との差別化を図っていく。 

また、「志国高知幕末維新号」は２０１９年度を最後に運転を終了する予定であるが、新も

のがたり列車運行の機運の盛り上げ、おもてなしの造成などを行い、新観光列車が良いスター

トを切れるように努める。 

その他、好調を維持している「伊予灘ものがたり」「四国まんなか千年ものがたり」につい

ては引き続きソフト面のブラッシュアップとパブリシティを活用した認知度向上に努めてい

く。特に伊予灘ものがたりは１０万人達成、５周年とメモリアルな１年で話題性もあることか

ら、メモリアルイベント等を企画することで更なる利用促進につなげていく。 

昨年度より取り組んでいる「四福の物語」については、こだわりを持った商品造成を引き続

き行うとともに、課題である四国外での販売促進について大手旅行会社への委託販売を強化し

ていく。 

４ 更なる訪日外国人旅行者の鉄道利用促進や、対抗輸送機関対策について、現状と今後の考え方

を明らかにされたい。 

四国へのインバウンド需要の拡大に向けて、四ツ創及び各県等と連携して、旅行会社向け及

び一般消費者向け施策に分けて、国・地域の特性に応じたプロモーションを継続して実施する。 

今後、更に各国において個人旅行化が進んでいく傾向からも、ターゲットを明確にしつつ、

直接、個人旅行者に向けて便利でお得な鉄道パス「ＡＬＬ ＳＨＩＫＯＫＵ Ｒａｉｌ Ｐａ

ｓｓ」を中心とした鉄道情報等の宣伝・情報発信を重点的に実施することとする。 

具体的には、ＷＥＢ広告を活用した情報発信の実施や新規市場の開拓として、四国内直行便

の周辺エリアである、広州・蘇州、台湾中南部等での情報発信を強化することで、需要拡大に

つなげたいと考えている。 

設備面では、外国人旅行者に便利に当社をご利用頂けるよう、引き続き駅におけるｗｉ－ｆ

ｉの整備やトイレの洋式化を進める。 

また、不慣れな訪日外国人旅客へ必要な情報を正確に提供するため、タブレット端末や会話

マニュアルを活用した個別対応、多言語による駅頭掲示を実施する他、駅案内放送装置の多言

語対応について早期の導入検討を進める。 



ＪＪＪＲＲＲ四四四国国国労労労組組組ニニニュュューーーススス
平成３１年３月２８日（Ｎｏ２０／７）  発行責任者／中濱 斉 編集責任者／森安 祐貴 

５ 駅及び旅行業の要員需給が厳しい中、今後の業務運営体制と将来展望について明らかにされた

い。 

契約社員化駅を中心とした曜日休日化・営業時間短縮、駅管理業務の省力化等により駅業務

体制の適正化に向けた施策を順次進める他、アシストマルス（次世代型自動券売機）導入によ

る出札要員の効率化に向けた検討を実施する。 

また、駅ワーププラザ等について、採算性や需要を勘案した旅行業販売体制の適正化を順次

進めるとともに、今後の旅行業事業の在り方について検討を進める。 

６ ＩＣカード導入拡大については、過去の経営協議会において「多額の経費を要するため当社単

独での導入は困難な状況」と説明があったが、利便性・快適性向上、鉄道利用促進をはじめ、社

会的すう勢を鑑みれば必要と認識する。今後の導入計画等について明らかにされたい。 

ＩＣカードについては、現在高松駅～多度津駅の１３駅に導入している。ＩＣカードの定期

券の機能追加やその他の駅への導入については、多額の経費を要するため導入できていない。

当社単独での実施は困難な状況である。 

７ 人口減少及び少子高齢化が進む中、更なる鉄道利用促進等に向けた取り組みとして、地元自治

体等と連携した旅行商品造成は重要と認識する。現状と今後について考え方を明らかにされたい。 

地元自治体、関係団体との連携商品については、各自治体等と地域連携室が連携・協働する

「四国家のお宝」シリーズにおいて実現している。 

今後についても引き続き、関係自治体等と連携を深めながら当施策を継続していく。 

８ 鉄道以外の収益強化に向け取り組んでいる、マンション事業等の現状と今後について考え方を

明らかにされたい。 

マンション事業については、昨年度の１号物件「Ｊ．ＣＲＥＳＴ高松昭和町」全１０１戸に

続き、今年度は２号物件「姫路ザ・レジデンス」全１２８戸を完売し、１２月に引渡し済みで

ある。現在は、高松市常磐町において、阪急阪神不動産株式会社と共同で昨年１２月に土地を

取得し、２０２３年３月の引き渡しを目標に建設・販売に向けて取り組んでいる。また、今後

も引き続き、社有地の活用や新規用地の取得等の手法により、四国内主要都市や四国外等幅広

く展開することを目指している。 

ホテル事業については、宿泊特化型ホテル「ＪＲクレメントイン高松」を昨年１０月に開業

し、今年２月には松山道後エリアの人気ホテル「ホテル道後やや」を取得し、(株)ＪＲ四国ホ

テルズが運営を行っている。また、２０２０年秋の開業を目指し、高知市内において「ＪＲク

レメントイン高知」の建設を進めるとともに、沿線の主要都市での展開を検討している。 

簡易宿所事業については、第１号物件として昨年４月に「４Ｓ ＳＴＡＹ 京都九条」、続

いて１１月に「４Ｓ ＳＴＡＹ 阿波池田駅前」を開業した。今後、四国内での更なる展開に

より、近年旺盛なインバウンド需要の取り込みを図っていく。 

この他、駅ビル開発や既存事業のブラッシュアップ等、収益拡大を目指し多様な事業展開を

引き続き検討していく。 



ＪＪＪＲＲＲ四四四国国国労労労組組組ニニニュュューーーススス
平成３１年３月２８日（Ｎｏ２０／８終）  発行責任者／中濱 斉 編集責任者／森安 祐貴 

９ ２０１９年度の増収施策について明らかにされたい。 

２０１９年度は「瀬戸内国際芸術祭２０１９」等地元イベントやゴールデンウィーク１０連

休化等を契機とした商品造成や賑わい創出に取り組み、四国内及び四国と本州方面との相互利

用拡大に努めるとともに、四ツ創や四国４県自治体とも連携し、交流人口の拡大を図る。また、

観光列車のブラッシュアップ、ＷＥＢ販売サイト等を活用した非対面販売力の強化、「リカバ

リー１０」の営業施策継続等、稼ぐ手段である営業ツールを磨き上げることにより収入確保を

目指す。インバウンドでは、関係機関等と連携した宣伝活動の展開等により、更なる訪日外国

人旅行者の鉄道利用を促進する。これらの施策を着実に進めることで、鉄道の魅力度・認知度・

満足度アップを図り、鉄道運輸収入の確保を図っていく。 

【組織改正について】 

 別紙－４ 参照 

＜主なやりとり＞ 

組 合：営業施策に「リカバリー１０」の施策を継続するとの記載があるが、２０１９年度も「リ

カバリー１０」を実施するのか。 

会 社：「リカバリー１０」を継続して実施するのではなく、企画した商品を継続して販売する

ことによって収入の確保を図るという意味である。 

組 合：ワープ徳島支店池田営業所の廃止について、組合員の雇用は確保されるのか。 

会 社：廃止に伴い現在所属している社員の所属箇所が変更となるが、池田在勤とすることを考

えている。 

以 上 
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